
第5章 自治体による保証に基づく耐震補強奨励制度の効果に関する分析

5.5.2 1972-1981年 建 築の 住 宅1万 棟 で の行政 側の 費 用負 担の 変 化

続いて,建 物被害の推計値に基づ き,地 震時の行政側の負担総額の変化 を見積 もった.図5-4に 示 し

た通 り,住 宅1棟 あた りの行政負担は居住生活の復興パ ターンに応 じて異なる.よ って,こ こでは,被

災後の仮設住宅入居の有無,建 物の公費による解体の有無,応 急対応以外のその他 の被災者支援 プログ

ラムの考慮 の有無 を変えた表5-9に 示す12パ ターンの行政負担ケースについて,地 震動の変化,保 証

による支援金支払 いに応 じた負担総額 の推移 を分析 した.保 証による全壊時の支援 金を耐震補強費用の

2倍 とした場合,ケ ー ス1で 制度への加入率が0%,100%で ある時の全壊・ 半壊建物 に対する行政負担

の内訳は図5-19～5-22の 通 りとなる.全 壊建物では地震動が大きくなるほど全ての行政負担が増加する.

また,加 入率100%に おいて被災建物 への保証による支援 金が生 じた としても,加 入率0%の 時よ りは

費用負担の総額が軽減 される.

表5-9 1棟 あた りの行政 負担 の異な る12パ ター ンの 分 析 ケー ス

図5-19加 人率0%で の全壊時の費用負担の内訳 図5-20加 入率100%で の全壊時の費用負担の内訳
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図5-21加 入率0%で の半壊時の費用負担の内訳 図5-22加 入率100%で の半壊時の費用負担の内訳

図5-23行 政負担内訳の異なる12ケ ー スでの負担総額の比較

図5-23で は,表5-9に 示す12パ ター ンの行政負担ケース全てについて,地 震動 に応 じた1万 棟への

費用負担総額の変化 を比較 した.最 も費用負担の少ないのはケースa,最 も多いのはケース1で あり,

建物解体費の有無よ りは仮設住宅費 ・そ の他の公助 プログラムの有無の影響の方が大きい.こ れ ら各パ

ター ンで,保 証による全壊時の支援金 を耐震補強費用の2倍 とした場合の,加 入率の増加,想 定地震動

の増加に伴 う地震後の費用負担総額の推移を見る と,図5-24と なった.ケ ー スaは 耐震補強保証に基 づ

く支援金の支払いのみを計 上した ものであ り,加 入率が0%の 時は負担総額 も0と なる.保 証による支

援金に加えて 全壊建物の解体撤去費用を考慮 したケースbで は,解 体撤 去費用の軽減効果 と比べて,加

人率増加 に伴 う保証による支援金支払いの増加が大 きいため,制 度が普及す るほど総負担額は増加 した,

しか しさらに公助プログラムによる被災者支援 も合わせて考慮す ると,図5-24(d)に 示 した通 り,制 度

の普及に伴い行政負担の総額が大 きく減少 した.よ って,仮 設住宅に入居 しないこれ らの住宅群 につい

ては,耐 震補強保証制度の適用による行 政にとってのメ リッ トが大きいと考 えられ る.第4章 で述べた

通 り,巨 大地震発生時 には仮設住宅 に入居で きる世帯数は限 られるため,本 制度を実際 に運用す る際に

は,多 くの加入者 に対する行政負担はこのパ ター ンになる ものと考え られる.全 壊建物が仮設住宅 に入

居す ると想定 した場合にも,公 助プログラム による被災者支援 も合わせて考慮すると,制 度の普及 に伴

い行政負担の総額が減少 した(図5-24(g),(h)).ケ ースhで は,全 壊建物 に対す る仮設住宅費用が増えた

ため,加 入率が増加 した際の行政負担総額 の軽減額はケースdに 比べて小さくなった ものの,加 入率が

100%の 際の総負担額は0%の 時の3/4程 度まで軽減できた.ケ ースi～1で は,全 壊 ・半壊の場合 にと
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もに仮設住宅へ入居す るもの と想定 した.図5-21に よれば,加 入率が0%の 際 にはPGVが100kineの 地

域 において,地 震動が大き くな るにつれて半壊建物数が減少 し(図5-8),費 用負担も小さくなる.こ の影

響か ら,公 助プ ログラム による支援 を除 いた全ての行 政負担 を考慮 したケースjで は,PGVが110kine

以上の地域 において,制 度が普及す るほ ど行政負担の総額が増大 した.こ れに対 して公助による被災者

支援 も合わせて考慮す ると,図5-24(1)に 示 した通 り,PGVが120kine以 下の全ての地域 にお いて行政負

担の総額が減少 した.通 常は公助による支援は提供 されるため,全 壊 ・半壊 建物の全てが仮設住宅 に入

居すると考えても,耐 震補強保証制度 によって行政側 の費用負担の総額が軽減できる と考え られる.

図5-24行 政側の地震前後の費用負担の変化 そ の1(全 壊時の支援 金:補 強費用の2倍)
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図5-24行 政側の地震前後の費用負担の変化 その2(全 壊時の支援金:補 強費用の2倍)
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次 に,図5-24の ケースd,h,j,lに お いて,耐 震補強保証制度 による支援金 を図5-17の 通 りに変化さ

せた場合の総費用負担 の変化 を見 る,全 壊時の保証による支援 金を耐震補強費用の1・3・5・7倍に変化 さ

せた場合の結果を図5-25,5-26,5-27,5-28に 示す.仮 設住宅への入居 を考 えな いケースd(図5-25),

全壊住宅のみで仮設住宅への入居 を考えたケースh(図5-26)で は,全 壊時の保証による支援 金を耐震

補強費用の7倍 とした場合では.地 震動 の大きな地域において制度 の普及 に伴い総負担額が増大 した.

全半壊住宅で ともに仮設住宅に入居すると考えた場合は,公 助プログラムによる支援 を想定 しな いケー

スjで,全 壊時の保証による支援金 を耐震補強費用の3倍 とした際 に,地 震動の大きい地域 において加

入率の増加に伴い負担額が増大 した.全 ての行政負担を考慮 したケース1に おいては,全 壊 時の保証に

よる支援金を耐震補強費用の5倍 とした場合 に,PGVが95kine以 上の地域で加入率増加に伴い総負担

額が増大した.こ のように制度の普及に伴 い行政負担の総額が増大する場合,保 証 による支援金の支払

いが過度 に大きく設定 されてお り,制 度 の適用による行政負担の縮減効果が得 られない と状況 となる.

図5-25保 証による支援金を変えた場合の行政側の地震前後 の費用負担の変化(ケ ースd)
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図5-26保 証による支援金を変えた場合の行政側の地震前後 の費用負担の変化(ケ ースh)
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図5-27保 証 による支援金 を変えた場合の行政側の地震前後の費用負担の変化(ケ ースj)

5-23




